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新型コロナウイルス感染症対策に関する意見書（第２回） 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の脅威は，国民の命と健康を危険にさらし，あ

らゆる業種で売上げや受注の激減，生産活動の停滞，雇用不安等が生じてお

り，経済状況はリーマンショックを越える勢いで，戦後最大の危機にある。 

４月７日の緊急事態宣言の発令後，大きな苦痛を伴った国民の社会経済活

動等の自粛の成果が現れ始めたことから，５月25日，全ての都道府県で宣言

が解除された。そしてその後，約２か月間を「移行期間」として，感染の状

況を確認しつつ段階的に社会経済の活動レベルを引き上げていくこととなる｡ 

先般，東京都からもロードマップの考え方が公表され，各地方自治体とし

ても社会経済活動の再開と，第２波・第３波に備えた感染拡大防止，医療体

制の維持の両立に配慮した取組に段階的に移行し，適時適切な対策を講じて

いく必要がある。 

調布市でも市民に一番近い基礎的自治体として，医療，子ども政策と福祉,

教育・保育，防災，経済，芸術文化，スポーツ等市民生活に密着した部分に

おいて，医療と経済が両立した施策を財政力の有無にかかわらず，今後長期

にわたり取り組んでいかなければならない。同様に，地方創生を強力に推進

するためのニーズの高いインフラ整備についても数多くあることから，その

一部を前倒しするなど，国による支援の拡充によって実施することで，感染

症拡大により疲弊した地域経済の活性化に大きく資すると考える。 

よって調布市議会は，中長期的視野を持ち，市民の安全・安心を確保しつ

つ不安等も解消し，かつ地域経済の活性化を図るため，国及び東京都に対し

て，下記の事項について求めるものである。 

 

記 

 

１ 政府による新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額，

並びに金額算定における財政力による調整の見直し 

２ 東京都による東京都市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付



金の増額 

３ 地方自治体独自の施策への持続的な財政支援 

４ 第２波，第３波に備えた国の持続化給付金，東京都の感染拡大防止協力

金の増額，再支援 

５ 長期化する感染症対策に備えた各種補助金の継続，増額等による強化 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和 ２ 年 ６ 月  日 

 

                 調布市議会議長 渡 辺 進二郎 
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